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介護保険制度改正によるケアマネジメント業務量の変化
――介護支援専門員業務量調査（平成１５年度・１９年度実施）結果の比較より――
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要旨：要旨：平成１８年度介護保険制度改正による介護支援専門員の業務量の変化および業務への影響につい
て、制度改正前実施の平成１５年度介護支援専門員業務量調査の結果と改正後の平成１９年度介護支援専門員業務
量調査の結果について比較分析を行い、現在介護支援専門員を取り巻く環境についての実態および課題を抽出
することを目的とした。
調査対象は、神奈川県内常勤専従の居宅介護支援専門員、分析対象は２６名。調査方法は、まずタイムスタディ
調査を行い、その対象者に対してヒヤリング調査を実施した。タイムスタディ調査は、ケアマネジメントのプ
ロセスに沿って介護支援専門員の業務を１３項目にコード化し、対象別にどの業務をどれだけ（時間数）行った
かを一ヶ月間にわたって記録し、業務時間数を算出して業務量とした。ヒヤリング調査は、タイムスタディの
結果顕著な変化が観られた業務内容等について自由回答形式である。
その結果、平成１８年の介護保険制度改正前と後では、介護支援専門員の業務量は大幅に増加した。主な変化
は、総業務量は１．２倍、ケアマネジメント中核業務も２．４倍に増加、業務内容では「サービス担当者会議」７．０３
倍、「モニタリング」２．５０倍、「記録」５．２１倍等であり、これらは制度改正の結果業務が増加したものである。
一方、ケアマネジメント業務の中核である「アセスメント・課題分析」「ケアプランの作成」が時間数や業務
割合ともに減少しており、制度改正による影響が大きいことが判明した。
キーワード：介護支援専門員（ケアマネジャー）、介護保険制度改正、ケアマネジメント業務、タイムスタデ
ィ、業務量
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介護保険法施行とともに介護支援専門員が誕生して１０
年あまりが経過した１）。介護支援専門員は、介護保険法
において要支援・要介護認定を受けた人からの相談に応
じ、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成し、他の介
護サービス事業者との連絡、調整等を取りまとめる者で
ある。この一連の援助のプロセスはケアマネジメントに
よって行われ、このケアマネジメントを行う者、すなわ
ちケアマネジャーが介護支援専門員（以下、ケアマネジ
ャー）ということになる２）。本来ケアマネジャーとは、
長期にわたり複数の援助を必要とする人を対象にして、
一貫した統合的な援助実践ができるように、コーディ
ネーションを行う役割を担う人のことである３）。特に介
護保険制度におけるサービス利用者は、心身の状態だけ
でなく長年の生活経験や社会経験の異なる高齢者であ
り、彼らのおかれている状況は一人ひとり異なり、その
居宅サービス計画はまさにテーラーメイドのケアプラン
となる。目標を定めてケアプランを作成するが、その際
は専門的な観点からの目標だけでなく利用者本人や家族
の意向を尊重することになり、利用者である高齢者の生
活全般を把握して関わることになる。そのため幅広い知
識や対人援助技術が求められる仕事である。単に各種
サービスをコーディネートして利用できるようにするだ
けでは解決できない問題も多い。したがってケアマネジ
メントの質すなわちどのケアマネジャーが担当するかに
よって利用者の生活にそれなりの違いが出てくることは
否めない。より良質な介護保険サービスが提供されるた
めには、ケアマネジメントの質の確保、ケアマネジャー
の資質・専門性の向上が重要課題となる。
介護保険制度は、平成１２年４月の介護保険法施行後５
年を経て、平成１７年に大幅な介護保険法改正、翌平成１８
年４月から新予防給付等の改革による新たなサービスが
スタートしている。その中でサービスの質の確保・向上
のために、介護支援専門員については資格の更新制や更
新研修の義務化、主任介護支援専門員の創設が行われ
た。これらの改革を経て、現在、社会保障審議会介護給
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付費分化会では介護報酬改定の検討と併せて改めてケア
マネジメントの質の向上に関わる論点が取り上げられ、
ケアマネジメントの質の評価や介護支援専門員の養成・
研修、資格のあり方等についての具体的な議論が進めら
れている４）。
筆者と NPO法人神奈川県介護支援専門員協会は、介
護支援専門員の資質向上および質的向上に資するため介
護保険制度スタート以来一貫して介護支援専門員のケア
マネジメント業務とその業務量についての調査研究を重
ねてきた５）。
本稿は、その一連の調査研究のうち、平成１５年実施の
「介護支援専門員業務量調査」の結果と平成１８年の介護
保険制度改革後の平成１９年に実施した「介護支援専門員
業務量調査」の結果を比較することによって、介護保険
制度改正がケアマネジメント業務量にどのような変化を
もたらすことになったかについて、日本社会福祉学会第
５６回大会（２００８年１０月）で発表したものに加筆・修正し
たものである。
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本調査研究は、介護支援専門員が利用者本位のケアマ
ネジメントの質の向上を目指して実践できる専門職とし
てその労働環境整備や地位向上、人材育成に資するため
の一連の研究であり、居宅の介護支援専門員の一カ月間
の業務量をその業務内容ごとに時間数で測定すること
（タイムスタディ）でケアマネジメント業務をはじめと
する介護支援専門員の業務の実態を把握し、介護支援専
門員がおかれている労働環境等の実態および課題を明ら
かにし、その改善等の方策等開発への基礎資料とするこ
とを目的とした継続的な調査研究である。平成１９年度は
特に介護予防事業の影響など平成１８年度介護保険制度改
正による変化を計ることを主眼に調査を行った。
本稿では、平成１８年度介護保険制度改正により介護支
援専門員の業務量がどのように変化したのか、その改正
の業務内容への影響等について、平成１５年度介護支援専
門員業務量調査の業務内容および時間数との比較から分
析を行い、現在介護支援専門員を取り巻く環境について
の実態および課題を抽出することを目的とする。
平成１８年度介護保険制度改正は、何よりも利用者のた
め、サービスの質、ケアマネジメントの質の向上をめざ
す改革であったはずであり、その制度改革後の実態はど
のようになっているのか把握し、専門職として介護支援
専門員が働き続けられるための課題を抽出することがね
らいである。
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まず、本研究で取り上げる介護支援専門員のケアマネ
ジメント業務、あるいは中核業務とはどのようなもの
か。
介護保険のサービスは、利用者の心身の状態によって
利用できるサービスが異なる。いずれの場合も、居宅
サービス計画（ケアプラン、以下ケアプラン）に基づい
てサービスが提供されるが、このケアプランを作成して
サービスを提供する一連のプロセスを担うのが介護支援
専門員、すなわちケアマネジャーである。
ケアマネジャー（以下、介護支援専門員＝ケアマネジ
ャー）は、「居宅介護支援事業者」に配置され、在宅で
暮らす利用者の依頼を受けてケアプランを作成するので
あるが、その際に行われる一連のプロセスが「居宅介護
支援」であり、ケアマネジメントといわれるものであ
る。本来、ケアプランは自分で作ることもできるが、さ
まざまなサービスの種類や内容、費用のことなどを理解
し、利用者に適切なサービスを利用者に負担なく提供で
きるように位置づけられた専門家であるケアマネジャー
に依頼して作成される。その一連のプロセスがケアマネ
ジメントである。
居宅介護支援（以下、ケアマネジメント）は、利用者
本人へのサービス提供を目指して介護保険制度でわが国
に初めて導入されたものであり、心身の状況や家族をは
じめとする社会環境のアセスメント、ニーズや課題の把
握とケア目標の設定、サービス担当者会議（各サービス
提供者および利用者本人、家族の参加による意見交換）
の開催、ケアプランの作成、利用者への説明と同意、
サービスの調整、モニタリング（ケアプランの実施状況
の把握）、再アセスメントという一連の循環するプロセ
スをくり返して行われる。それらは、「利用者の課題分
析」、「サービス担当者会議の開催」、「居宅サービス計画
の作成」、「居宅サービス計画の実施状況の把握及び評価
等」などの居宅介護支援を構成する一連の業務のあり方
及び当該業務を行う介護支援専門員の責務として、「指
定居宅介護支援等の事業の人員および運営に関する基
準」（平成１１年７月２９日、老企第二二号、厚生労働省老
人保健福祉局企画課長通知）（基準第十三条第一号～）
に、明記されている。
本調査研究においては、以上のようなケアマネジメン
トのプロセスにしたがってケアマネージャーの業務を分
類し、それらに利用者およびサービス事業者との相談・
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調整を加えて「相談（利用者との相談・調整）」、「調整
（事業者等との相談・調整）」、「アセスメント・課題分
析」、「ケアプランの作成」、「サービス担当者会議」、「モ
ニタリング」、さらに「記録」を加えて、これらをケア
マネジメントの中核業務とした。
ケアマネジャーの業務は、以上のようなケアマネジメ
ントが主要な業務ではあるが、その他介護保険に関わる
業務として契約、給付管理、書類作成、認定調査などが
あり、その上所属事業所内での役割、業務もある。他の
仕事と兼務の場合、例えば、訪問介護と兼務であれば、
ケアマネジャーの業務だけでなく、訪問介護の仕事（業
務）も加わることになる。事業所の管理者と兼務であれ
ば、管理者としての仕事とケアマネジャーの業務をする
ことになる。これらのケアマネジメント中核業務以外の
業務については、その他の業務としてこれまでの調査研
究においてもそれらの時間的、身体的、精神的負担の多
さが指摘され、そのような状態がケアマネジメントの質
の維持や向上に影響をおよぼす要因の一つでもあっ
た６）。
介護支援専門員創設以来１０年が経過し、制度的にも落
ち着きつつある中で、事業者の方でもさまざまな工夫を
こらしつつ、ケアマネジャーの資質・専門性の向上をめ
ざして５年更新制の導入、研修の義務化、主任ケアマネ
ジャーの創設、適切なケアマネジメントを行うために標
準担当件数の引き下げや多数担当ケースに係る報酬減
算、特定事業所加算、その他数々の見直しにより、状況
は少しずつ改善されつつある。しかし、社会保障審議会
介護給付費分科会では、今なお、あるいは今ようやく、
今後を視野に改めてケアマネジメントの質の向上が論点
として挙げられる状況にある。
そこで、本稿では、居宅介護支援のみを担当する専従
のケアマネジャ ７ー）を対象として、平成１７年、１８年度改
革により業務量がどのように変化したか、ケアマネジメ
ントの質に関わるケアマネジメント中核業務がどのよう
な状況にあるか、改革前の平成１５年度調査結果と改革後
の平成１９年度調査の結果との比較分析を行った。
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平成１７年、１８年の介護保険制度改革では、「予防重視
型システムの確立」、「施設給付の見直し」、「新たなサー
ビス体系の確立」、「サービスの質の確保・向上」、「負担
のあり方・制度運営の見直し」、など幅広く改革が行わ
れたが、本稿に関わる事項は、以下のとおりである。
［サービスの質の向上・確保］
（１）介護サービス情報公表制度の創設
（２）ケアマネジメントの見直し
ア．人員基準の変更
ケアマネジャー一人あたりの標準担当件数の引き下
げ（５０件→３５件）
イ．運営基準の変更
サービス担当者会議「開催」の義務付け
モニタリング結果の記録の変更（３カ月に一回
→ １カ月に一回）
利用者の適切な選択と競争の下で、良質なサービスが
提供されるよう、情報の公表の義務付け、サービスの専
門性・生活環境の向上、事業者規制の見直しが行われ、
ケアマネジメントについては、包括的・継続的なマネジ
メントの推進、ケアマネジャーの資質・専門性の向上、
公正・中立の確保などの観点から見直され、サービスの
質を確保し向上させる取り組みが整えられた。
まず、１）介護サービス情報の公表であるが、これ
は、介護保険のサービスが利用者に適切かつ円滑に選択
され、利用されるよう、事業者・施設に対して必要な情
報の公表を義務付ける仕組みの導入である。この介護
サービス情報は、基本情報（事業者による報告）と調査
情報（指定調査機関等による調査報告）に分かれてお
り、すべての介護保険事業者について年一回程度これら
の情報の公表義務が課せられた。この基本情報には事業
所の職員体制、サービス提供時間、利用料金、設備等の
基本的な事実情報が含まれ、介護保険事業者はこの基本
情報にあたるものについて年一回程度都道府県知事また
は指定情報公表センターに報告、公表しなければならな
い。また、指定調査機関による調査情報には、介護サー
ビスに関するマニュアルの有無や身体拘束を廃止する取
り組みの有無など、客観的な評価が必要な情報が含まれ
ている。利用者は、介護サービスを利用しようとする
（或いは利用している）事業所についての情報を知りた
い時には、インターネット等を通じていつでもそれらの
情報を得ることができる、という仕組みである。
これらの情報の公表の義務付けにより、各事業所はさ
まざまな情報を整備する必要にせまられ、また外部調査
機関による調査への備えも業務に加わることとなった。
２）ケアマネジメントの見直しでは、一人のケアマネ
ジャーの標準担当件数が引き下げられ、制度開始当初の
５０件から３５件へと担当件数が削減された。改正前の標準
担当件数５０件であった当時は、我々の前回調査における
常勤専従のケアマネジャーの平均が５５．６件、最大７０件、
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最少２８件に示されているように、一人のケアマネジャー
が非常にたくさんのケースを抱えながら、ケアマネジ
ャーとして求められているさまざまな業務を行っていた
という実態であった。そこで行われていたケアマネジメ
ントの質が問われることになり、標準担当件数の引き下
げとなった次第である。
次に、サービス担当者会議「開催」の義務付けである
が、これは制度開始当初よりケアマネジメントによる居
宅介護支援において、居宅サービス計画の作成を行う際
に当該利用者に関係するサービス担当者が一同に会して
それぞれ専門的立場から利用者へのサービスについて検
討するというサービス担当者会議を開催することがケア
マネジャーの責務とされていた。ところが、さまざまな
理由、事情により現実にはその開催は極端に限られたも
のとなっていた。利用者が安心してより良く暮らせるた
めには、居宅介護支援すなわちケアマネジメントという
サービスの質を向上させ、確保することが必要であり、
サービス担当者同士の情報交換や意見交換が欠かせず、
その開催が義務付けられ、記録を提出することになっ
た。
さらに、モニタリングについても、その結果の記録が
３カ月に一回から１カ月に一回、すなわち毎月と変更に
なった。これは、居宅サービス計画がその計画通りに実
施されているかどうか、その実施状況等の把握および評
価を行うモニタリングを毎月実施することが求められる
ようになった。定期的にモニタリングを行うことで、利
用者の心身の変化や意向に沿った質の高い介護サービス
の提供につながることをねらいとしている８）。
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介護保険制度導入によりケアマネジャーという役割
（仕事）が創設されて以来、その業務実態についてはま
ず全国介護支援専門員連絡協議会（現、一般社団法人日
本介護支援専門員協会）、東京都介護支援専門員支援会
議、NPO法人神奈川県介護支援専門員協会をはじめと
する職能団体や行政による数々の調査・研究が積み重ね
られてきている。
それらの中で業務実態に関するタイムスタディ調査に
ついては、まず平成１３年度に実施された財団法人長寿社
会開発センタ―による「居宅介護支援事業及び介護支援
専門員業務の実態に関する調査」がある。この調査は一
カ月間にわたってケアマネジャーの業務を調査し時間数
で表すもので、その後株式会社三菱総合研究所（以下、
三菱総合研究所）に引き継がれ、平成１５年度、１７年度、
１９年度、２１年度と隔年で継続的に調査が行われてきてい
る。そこでは業務全体を「A ケアマネジメント業務」
「B ケアマネジメント以外の業務」「C ケアマネジ
ャーあるいはそれ以外の職種の業務の区別がないもの」
に大きく３分類し、さらにそれぞれを細分化して合計３４
にコード化し、どのくらいの時間どの利用者に対して時
間をかけたか記入し、それらを合算して労働投入時間と
して算出している。ケアマネジメント業務を「訪問」、
「来所」、「電話」「サービス担当者会議・専門的な意見の
照会」「理由書作成・施設紹介」「アセスメント記入・ケ
アプラン作成」「利用者に係る事業所内の業務（報告・
連絡等）」「その他個別ケアマネジメント業務（各種申請
書作成・申請代行等）」「担当以外の利用者へのケアマネ
ジメント業務」「間接的な業務（関係機関との連携、報
酬請求作業、管理者業務等）」など１３項目、これら以外
の業務については、「ケアマネジメント業務と区別がつ
かない業務」と１項目でまとめている。当初は、担当件
数の多いこと、「個別事業者のケアマネジメントに直接
かかわらない業務」「電話」「ケアマネジメント業務とそ
れ以外の区別のつかない業務」などの多さが本来のケア
マネジメント業務に影響していることが指摘される結果
であった。業務内容の分類の仕方が本稿の原調査と少し
異なるが、本来のケアマネジメント業務が遂行できない
という結果は著者らの平成１３年度及び１５年度の調査でも
同様の結果となっている。
この三菱総合研究所では、介護保険制度改革以前の
データと改革後のデータを比較して経年変化をみている
が、ケアマネジャーの勤務形態は、常勤専従と常勤兼務
でみると、制度開始直後の平成１３年は常勤専従が
３５．５％、常勤兼務が５０．４％と常勤兼務の割合が高かった
が、調査を重ねるごとに常勤専従が増加する一方で、常
勤兼務が減少して逆転し、平成１９年には常勤専従
６０．１％、常勤兼務２４．５％と、常勤兼務の割合が大幅に減
ってきている。ケアマネジャー一人当たりの平均担当件
数も徐々に減少傾向で、平成１３年の４２．７人から平成１９年
は２６．６人となっている。また、勤務形態全体（常勤専
従、常勤兼務、非常勤を含めたもの）のものではある
が、ケアマネジメント業務の合計は、増加しており、利
用者一人あたりの一カ月の労働投入時間の平均は、改革
前の平成１５年度が１３９．７分、改革後の平成１９年度では
２０７．５分と約１．５倍となっている。これを内容別にみると
「訪問」、「サービス担当者会議・専門的な意見の照会」
「アセスメント記入・ケアプラン作成」の労働投入時間
が増加傾向にある結果となっている。業務遂行について
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全体としてみると、「ケアマネジャー本来の業務ができ
ていない」「担当件数の多さ」「ケアマネジャーの業務範
囲が明確でない」が隔年で減少してきており、改善され
てきている結果が示されている。これらの居宅介護支援
事業所の人員配置や介護支援専門員の業務実態のデータ
については、制度改正の基礎データとして、厚生労働省
社会保障審議会介護給付分科会資料等で公表され、活用
されている９）。
また、筆者が平成１３年１１月の一カ月間に神奈川県川崎
市の介護支援専門員１６名の協力のもとパイロット的に実
施した業務時間調査では、業務内容をケアマネジメント
業務（連絡・調整・相談・ケアプラン作成・モニタリン
グ）、事務処理業務（給付管理・その他）、会議（サービ
ス担当者会議・その他）、申請代行、研修に分類して業
務時間調査（タイムスタディ調査）を実施した。その後
平成１５年度には NPO法人神奈川県介護支援専門員協会
調査研究委員会との共同研究として、「介護支援専門員
の質的向上の方策等に関する調査研究」１０）において、平
成１３年度業務時間調査（タイムスタディ調査）を改訂
し、ケアマネジャーの業務量調査を実施した。業務内容
のコード化については、ケアマネジメントのプロセスに
したがった分類とし、三菱総合研究所の調査とは少し異
なるものの、そこではケアマネジャーの業務範囲が明確
でないこともあり、総業務時間数が非常に多いこと、本
来ケアマネジャーに求められているであろうケアマネジ
メント業務（利用者や事業者との相談・調整、アセスメ
ント、ケアプラン作成、モニタリング、サービス担当者
会議の開催）より、それら以外のその他の業務の割合が
高く、心身ともに非常に負担の大きいことが判明してい
る。このことは三菱総合研究所によるタイムスタディ調
査の結果と共通する結果となっている。そして平成１８年
制度改正後の平成１９年度に、本稿のもととなる「平成１９
年度居宅介護支援専門員の業務量調査～介護支援専門員
の質の向上に向けた現状と課題の把握」（平成２１年）１１）
としてタイムスタディ調査を行った。いずれの調査とも
一カ月間のケアマネジャーの業務量を時間数で表したも
のである。
その他、ケアマネジャーの業務にかかわるタイムスタ
ディ調査としては、石田博嗣、住居広士、國定美香らに
よる「タイムスタディで捉えるレジデンシャル・ソーシ
ャルワーク・コードの開発と研究－介護老人福祉施設に
おける生活相談員と計画担当介護支援専門員の業務分析
から－」があるが、これは施設のケアマネジャー対象で
あり、一分間タイムスタディ調査によるによる施設内で
の業務分析となっている。
以上のように、居宅のケアマネジャーを対象とする業
務実態調査は三菱総合研究所によるものと著者と NPO
法人神奈川県介護支援専門員によるもの以外はほとんど
見当たらないといえよう。さらに、著者らは本稿の目的
でもある比較、すなわち介護保険制度改革以前の調査結
果と改革後の調査結果の比較をして、変化を見るものと
しては、三菱総合研究所によるもの以外はこのような調
査研究はまず他にはないものである。
5
本調査研究は、NPO法人神奈川県介護支援専門員協
会調査研究部会業務量調査チームとの共同研究であり、
居宅介護支援専門員実態調査の結果と併せて平成２１年度
介護保険制度改正へ向けての提言を行うための基礎資料
とするものでもある。
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本業務量調査は、タイムスタディ調査票、事業所調査
票、ケアマネジャー調査票の３部構成となっている。タ
イムスタディ調査票は、ケアマネジメントのプロセスに
沿って介護支援専門員の業務を１３項目にコード化し、要
介護者、要支援者、その他ケースの対象別にどの業務を
どれだけ（時間数）行ったかを一カ月間にわたって記録
し、業務時間数を算出して業務量とした。なお、今回の
調査実施に際しては調査票記入方法の簡易化を図るため
プレ調査を実施し、平成１５年度実施の業務量調査の調査
票の改訂を行った。
上記に加えて、本報告のために平成１９年度の業務量調
査の協力者に対して、業務量調査終了後、ヒヤリング調
査も行った。いずれも NPO法人神奈川県介護支援専門
員協会調査研究委員会業務量調査部会（荻原満寿美委員
長）との共同研究として調査を実施した。
（１）平成１５年度



（２）平成１９年度
「介護支援専
門員の業務量
調査」
タイムスタディ調査票



	

事業所調査票
ケアマネジャー調査票
（３）ヒヤリング調査（平成１９年度のみ）

（１）平成１５年１０月１４日～１１月１３日（一カ月間）
（２）平成１９年１０月１日～１０月３１日（一カ月間）
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
NPO法人神奈川県介護支援専門員協会会員である
居宅介護支援専門員。
（１）平成１５年度：３７名
（２）平成１９年度：２２名

本稿においては、両調査の業務量、その内容について
制度改革の影響と経年変化をみるために比較した。その
ためには同条件の者を比較対象とするため、それぞれの
調査協力者のうち常勤専従者（１９年度については予防介
護ケースを担当していない者）を選び、比較し、業務
量、業務内容の変化をみた。
平成１５年度調査の常勤専従者１６名
合計２６名
平成１９年度調査の常勤専従者１０名
（予防介護ケース担当なし）

（１）タイムスタディ調査（平成１９年度改訂版）
・業務のコード化
ケアマネジャーの行う業務をケアマネジメント業務
プロセスに沿って細分化
（ケアマネジメント以外の）その他介護保険に関わ
る業務＝給付管理、認定調査、書類作成発送
その他の業務
・調査方法
調査期間中３１日間、一日の活動について利用者（要介
護・要支援・その他）別、業務内容別に時間数（１０分１
マス）を矢印で記録
このタイムスタディ調査については、１５年度調査の実
績を検討し、１９年度に記入方法をはじめ、なるべく簡便
化、簡素化をはかるため調査票の改訂を行った。ただ
し、業務のコード化については簡素化したが、基本に変
更はない。
（２）ヒヤリング調査
・対象：業務量調査（タイムスタディ）協力者のうち
６名。
・方法：一人１時間～１時間半、所属事業所を訪問
し、面接調査。
・調査時期：平成２０年６月～９月
・調査項目：タイムスタディ調査の結果、特に変化が
認められた業務内容等について質問した。「記録」
（種類、方法、困難を感じること）、「その他業務」
の具体的内容、その他制度改正後のケアマネジャー
の仕事について、等

調査協力依頼書、事前説明会等において調査研究の目
的、データの匿名化、調査結果の
取り扱い等について明示し、調査への協力をもって了
解とした。
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（１）調査対象の属性
分析対象となるケアマネジャーの性別年代構成、所属
する事業所の法人形態は、表１に示す通りである。平成
１５年度、１９年度いずれも NPO法人神奈川県介護支援専
門員協会調査研究委員会を通じて調査への協力者を募っ
た。１９年度の方が全体的に若干年齢が低くなっているも
性別年代構成 （人）
１５年度 １９年度
性別 女性 男性 女性 男性
２０歳代 ３ ０ １ １
３０歳代 ２ １ ２ ０
４０歳代 ４ １ ４ ０
５０歳代 ４ ０ ２ ０
６０歳代 １ ０ ０ ０
総計 １４ ２ ９ １
平均 ４３．４歳 ４０．８歳
最大値 ６３歳 ５６歳
最少値 ２８歳 ２２歳
事業所法人形態
１５年度 １９年度
医療法人 ２ １２．５％ ４ ４０．０％
株式会社 ４ ２５．０％ ３ ３０．０％
社会福祉法人 ８ ５０．０％ １ １０．０％
有限会社 １ ６．３％ ０ ０．０％
個人 １ ６．３％ ０ ０．０％
社団・財団法人 ０ ０．０％ １ １０．０％
農協・生協 ０ ０．０％ １ １０．０％
合計 １６ １００．０％ １０ １００．０％
表１ 調査対象の属性（１）
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のの、男女比に大きな差はない。
保有資格については、表２に示す通りであるが、１９年
度には介護福祉士の割合が大幅に増えている。所属事業
所を法人形態でみると、医療法人が増えているものの看
護師が無くなっている。社会福祉士はもともと少ないが
さらに減っている。
担当件数については、改正前は５０件であった人員基準
が１８年度制度改正により３５件へとの変更があったため、
大きく減少している。したがって、給付管理の件数も同
様に減少した。勤務日数と休日日数は、休日日数が若干
減っているものの、勤務日数に変化はない。（表３）
（２）総業務量と業務内容別時間数
平成１９年度要介護～（予防介護なし）担当の常勤
専従１０名の総業務量と業務内容別時間数について、平成
１５年度調査の常勤専従１６名と比較した。
図１は、ケアマネジャーの一カ月間のすべての業務を
業務内容別に集計したものの平均をグラフ化したもので
ある。総業務時間（ケアマネジャーとして行った業務の
総計）は、平成１５年度１６名の平均は１０６５６．０分（１７７．６時
間）、平成１９年度１０名の平均は１３０５８．３分（２１７．６時間）
となっており、総業務時間は１．２倍に増加している。
業務内容別にみる主な変化は、１９年度になって時間数
が大きく増加したものはサービス担当者会議、モニタリ
ング、書類作成等、記録である。時間数が減少したもの
は事業者や関係機関との相談・調整、アセスメント・課
題分析、ケアプランの作成である。これらの変化を時間
割合でみると、増加したものでは、サービス担当者会議
が２．６８倍、記録が２．４３倍、書類作成・整理発送が約１．４
倍となっている。減少したものでは、事業者や関係機関
との調整が１５年度の６２％にまで減っている。アセスメン
ト・課題分析については３８％と激減、ケアプランの作成
は６０％にまで減少しており、関係機関等との相談・調
整、課題分析、ケアプラン作成というケアマネジメント
業務が時間・割合共に大きく減少している。（図２）
制度改正により担当件数が半減近くになっているのに
対して総業務時間は増加している。またサービス担当者
会議開催が促進されつつあることは明らかである。しか
し、書類作成等や記録は併せて総業務量の２３％に達し、
デスクワークの増加につながっていると考えられる。そ
の一方で利用者や家族、関係機関との直接・間接的な対
応を必要とするケアマネジメントの中核業務の大幅な減
少は深刻である。
（３）ケアマネジメント中核業務
以上のような業務内容の中で、介護支援専門員の仕事
の中心的な業務である相談、調整、課題分析、ケアプラ
ンの作成、サービス担当者会議、モニタリングに「記
録」を加えたものをケアマネジメントの中核業務とし
て、これらの中核業務について分析することとした。
まず、業務全体を中核業務、中核業務以外、移動、そ
の他の４分類にした割合は、図３に示す通りである。中
核業務とは上記の通り介護支援専門員の行うケアマネジ
メント業務そのものであり、中核以外とは、給付管理、
表２ 調査対象の基本属性（２）
保有資格（人）
１５年度 １９年度
介護福祉士 ５
５
３１．３％ ５
８ ８０％
介護福祉士・ヘル
パー１級・２級
０ １
介護福祉士・ヘル
パー２級
０ ２
社会福祉士 ２
２
１２．５％ ０
１ １０％社会福祉士・精神
保健福祉士・ヘル
パー２級
４ １
看護師 １
６
３７．５％ ０
０ ０．０％看護師・社会福祉士 １ ０
准看護師 １ ０
歯科衛生士 １ １ ６．３％ ０ ０ ０．０％
栄養士 １
１
６．３％ ０
１ １０％管理栄養士・ヘル
パー２級
０ １
その他 １ １ ６．３％ ０ ０
０．０％
総計 １６ １００．０％ １０ １００％
表３ 調査対象の勤務状況
担当件数（件）
平均 最大値 最少値
１５年度（常勤専従） ５５．６ ７０ ２８
１９年度（常勤専従・
予防なし）
３０．６ ４２ １３
給付管理件数（件）
平均 最大値 最少値
１５年度（常勤専従） ５１．８ ９７ ２４
１９年度（常勤専従・
予防なし）
２８．５ ４１ １２
勤務日数・休日日数
勤務平均 休日平均
１５年度（常勤専従） ２２．２日 ８．８日
１９年度（常勤専従・
予防なし）
２２．３日 ７．８日
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契約、認定調査などケアマネジメントそのものではない
ものの介護保険サービスに関わる業務である。これでみ
ると、中核業務、すなわちケアマネジメント業務の割合
は少し増加しているものの、１５年度と１９年度を比較して
中核業務以外の割合が若干減少しているのは、給付管理
や認定調査の減少によるものと考えられる。
次にこの中核業務について、利用者一人あたりにどの
程度時間をかけているのかみたものが図４である。１５年
度１６名の平均が中核業務全体で１０５．１分、１９年度は２５３．７
分と２．４倍に増えている。特にその内容をみると「相談
調整（本人等）」１５．３分から３５．８分（２．３倍）、「サービス
担当者会議」３．２分から２２．５分（７．０３倍）、「モニタリン
グ」１６．１分から４０．３分（２．５０倍）、「書類作成・整理、発
送等」８．０分から２６．３分（３．２９倍）、「記録」１５．２分から
７９．２分（５．２１倍）と大きく増加している。これを割合で
みたものが、図５である。割合が大きく増加したもの
は、サービス担当者会議と記録であり、反対に、割合が
大きく減少したものは、事業者や関係機関との相談・調
図１ 平成１５年度・１９年度 総業務：業務内容別時間数の比較
図２ 平成１５年度・１９年度 総業務：業務内容別時間割合の比較
図３ 総業務の業務内容別割合（４分類）
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整、アセスメント・課題分析、ケアプランの作成であ
る。利用者本人や家族との相談は、担当件数の減少で一
利用者あたりにかけられる時間が増加したものとみられ
るが、注目すべきは、事業者や関係機関との相談・調
整、アセスメント・課題分析、ケアプランの作成といっ
た介護保険サービスの中核業務中の中核ともいえる業務
の割合の減少である。平成１５年度は、この４つの業務合
わせて、６８．４％と７割近くであったものが、１９年度では
４５．３％と半分以下に減少している。モニタリングについ
ては、ほとんど変わりないその一方で、記録だけで中核
業務の３分の１を占めるまでに業務量が増加している。
このことは、１８年度制度改革によりサービス担当者会議
の「開催」義務付けによる記録、モニタリング結果の記
録提出が一カ月に一度に変更になったことでの記録と、
「記録」の負担が大きくなっていることが影響している
と考えられる。
以上のような、平成１５年度と平成１９年度差について念
のため平均値の差の検定を試みた。t 検定を行ったとこ
ろ表４のように「総業務時間」「ケアマネジメント中核
業務」「記録」「相談・調整（利用者本人等）」について
は、p〈．０００で有意差が認められ、次いで「サービス
担当者会議の開催」が p〈．０１、「モニタリング・評価」
p〈．０５の確率でそれぞれ有意差が認められた。しか
し、「アセスメント・課題分析」「ケアプランの作成」に
ついては有意差が認められず、t 値はそれぞれ－１．０５、
１．１９４であった。
	

以上のようなタイムスタディ調査の結果、特に変化の
認められた業務内容についてヒヤリング調査を行った。
そのうち、ここでは「記録」について取り上げることと
する。
まず、ヒヤリング調査対象者に本人のタイムスタディ
調査の結果（全体の平均と本人の結果を比較できるよう
にグラフ化したもの）を示し、その結果をもとに「記
録」についてたずね、自由に回答してもらった。６名の
回答をまとめると、記録については、種類、方法、困っ
たことなどに分類できた。記録の種類については、（１）
利用者に関するものと（２）所属事業所にかかわるもの
に分けられる。（１）利用者に関するものが７種類
ケース記録、支援記録、アセスメント記録、サー
ビス担当者会議の記録、モニタリング記録、他事業
者とのやりとり、報告確認（事務的連絡事項）、利用
者満足度チェック表（事業所独自）であった。ケアマネ
表４ 中核業務：平均値の差の検定（利用者１ケースあたり）
平均値（分）
相談・調整（本人等） １５年度 １５．３
＊＊＊１９年度 ３５．８
相談・調整（関係機関等） １５年度 ２４．７
△１９年度 ３７．１
アセスメント・課題分析 １５年度 １２．３
１９年度 １１．６
ケアプランの作成 １５年度 １８．３
１９年度 ２７．２
サービス担当者会議 １５年度 ３．２
＊＊１９年度 ２２．５
モニタリング・評価 １５年度 １６．１
＊１９年度 ４０．３
記 録 １５年度 １５．２
＊＊＊１９年度 ７９．２
中 核 業 務 １５年度 １０５．１
＊＊＊１９年度 ２５３．７
総 業 務 時 間 １５年度 ２１０．３
＊＊＊１９年度 ４８０．２
＊ｐ＜．０５ ＊＊ｐ＜．０１ ＊＊＊ ｐ＜．００１ △ｐ＜．１０
N：１５年度＝１６ １９年度＝１０
図４ 中核業務：利用者一人当たり平均時間
図５ 中核業務：内容別時間割合
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ジメント中核業務に関わることが中心であり、本来ケア
マネジャーがその業務を遂行するに際して必ず求められ
る記録である。（２）所属事業所にかかわるものは４種
類、日報、業務記録、研修の記録と報告書、所
内会議記録となっている。所属事業所によって若干の相
違はあるものの、基本的には共通するものである。
次に記録の方法については、記入方法と書式に分けら
れるが、まだまだ手書きの者が多く、パソコン使用の場
合も手書きノートを見ながら打ち込むということであっ
た。また、記録の書式はさまざまであり、「厚生労働省
あるいは諸団体の所定様式」「使用しているパソコンソ
フトの様式」「事業所独自開発の様式」「普通の罫紙に書
く」場合など一様ではない。そして、記録について困っ
たことは、「サービス情報公表制度や第三者評価開始以
来何でも記録することとなった」、しかも「“見られるこ
と”を意識して詳細に書くようになった」「様式（書式）
の不統一」「とにかく負担である」、などとなっている。
制度改革によりサービス情報公表が義務付けられて以
来、とにかく何でも記録することになり業務量が増加し
ており、その上様式（書式）がまちまちで各事業所で使
い勝手も含めて、様式を開発しつつ、模索しながら記録
している状態で、またまた時間がかかっているというこ
とである。全体として、今回の制度改正で記録にはじま
り、書類作成などの業務量が増加している。
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平成１７年、１８年度の介護保険制度改革によりケアマネ
ジャーの業務量がどのように変化したか、ケアマネジメ
ントの質に関わる中核業務がどのような状況にあるか、
改革前の平成１５年度調査結果と平成１９年度調査結果の比
較分析を行った。
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常勤専従のケアマネジャーについて比較分析を行った
が、ケアマネジャーが担当する利用者の数の平均、すな
わち担当件数の平均は１５年度の５５．６件から１９年度は３０．６
件へと４５％減少している。しかし一方で、総業務量は、
１７７．６時間から２１７．６時間へと１．２倍に増加している。担
当件数が減少したことで、一利用者（一件）あたりにか
ける時間が増えたともいえよう。
これをケアマネジメント中核業務について見ると、利
用者一人当たりにかかった時間（三菱総合研究所調査で
は「労働投入時間」としている）の平均は、１５年度
１０５．１分から１９年度２５３．７分と２．４倍に増加、特にその内
容をみると「相談調整（本人等）は１５．３分から３５．８分
（２．３倍）、「サービス担当者会議」は３．２分から２２．５分
（７．０３倍）、「モニタリング」は１６．１分から４０．３分（２．５０
倍）、「書類作成・整理、発送等」は８．０分から２６．３分
（３．２９倍）、「記録」は１５．２分から７９．２分（５．２１倍）と大
きく増加している。このことは、１８年度改革による介護
サービス情報の公表制度、運営基準の変更などが影響し
ていると考えられる。
まず第一に情報公表制度の影響であるが、介護サービ
ス情報の年一回の公表が義務付けられたということは、
利用者によるサービスの選択や指定機関に対する意識・
配慮が関わることになり、情報の積み重ねが必要とな
る。そのために事業者として利用者に関わる記録、業務
過程の記録等々、起こったこと、行ったこと等日常の記
録が重要となり、以前より詳しくこまめに記録するよう
になったということである。したがって記録の頻度や種
類の増加、書き方の変化が起こり、記録量・時間が増
加、すなわち「記録」業務が増加し、その結果事務作業
的業務の増加ともなる。とにかく、記録に始まり、記録
に終わるという現実となっている。
本来、ケアマネジメントにはソーシャルワーク機能も
含まれているが、近年では evidence based social work
ということが注目されており、記録が基礎となる。その
記録によってソーシャル・ワーカー、ケアマネジャー、
ケアワーカーや事業所を守ることにもなる。研修等にお
いても記録の重要性を認識してきている結果であろう。
その意味では、人に読まれることを前提とした書き方が
浸透することになり、書き方にも変化が現れることにな
る。
次に「サービス担当者会議」開催の影響である。平成
１５年度から１９年度で時間数が７倍に増加しているが、こ
れには１５年度時点でサービス担当者会議は総業務時間の
１．５％に過ぎず、実際にはほとんど開催されていなかっ
たという実態があった。会議が開催されていなかった理
由はさまざまであるが、その必要性を認識していても日
常の業務の中でケアマネジャーだけでなく、サービス事
業者側にとってもとても会議に参加するという余裕がな
かったことは事実である。そしてついに１８年度改革によ
りサービス担当者会議の開催が義務付けられ、その記録
の提出が求められるようになり、会議を開催しない場合
には介護報酬が減算されるような仕組みとなり、結果、
サービス担当者会議は開催され、業務時間にも反映され
たと考えられる。しかし、会議を開催するということ
は、会議そのものの時間だけではない。まず各サービス
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担当者との日程の調整にはじまり、担当者会議、会議の
まとめ、記録という一連の作業が伴う。利用者一人一人
についてサービス担当者会議の開催が義務であるので、
制度改正により会議の開催が義務づけられたことでおの
ずと業務量の増加という影響が認められた。
もう一つの影響は、モニタリング結果の記録提出が一
カ月に一回となったことである。そのために利用者を訪
問する回数や訪問時間が増加し、その後に結果報告の記
録を書くことになり、必然として「モニタリング」業務
量が増加することとなった。
	

まず、ケアマネジャー一人あたりの全業務をみると、
ケアマネジメントの中核である「相談・調整（関係機関
等）」「アセスメント・課題分析」「ケアプランの作成」
については時間、割合ともに減少傾向にある。次いで利
用者一人当たりにかかった時間でみても、「相談・調整
（関係機関等）」「ケアプランの作成」は、時間数は増加
しているものの、業務の割合でみると縮小となってい
る。一方で「記録」が時間数、割合とも大幅に増加して
おり、担当件数の減少により利用者一人当たりにかける
時間が増加したものの、決まった時間内に多くのことが
義務付けられ、結果的に義務付けられたこと以外の業務
にしわ寄せがいっているということが言えよう。
参考として、NPO法人神奈川県介護支援専門員協会
居宅部会による「平成１９年度居宅介護支援専門員の労働
環境に関する調査」において「平成１８年度改正で業務量
が増えた要因」について質問したところ、回答の８割が
５点に集中していたが、その５点のうち３点が「サービ
ス担当者会議」「モニタリング記録」「公表制度への対
応」であった。今回の比較における結果とも一致してい
る。
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これまで、平成１８年度介護保険制度改革は、何よりも
利用者のためにサービスの質、ケアマネジメントの質の
向上をめざす改革であった。その制度改革後の実態はど
のようになっているのか、制度改正によりケアマネジ
ャーの業務量がどのように変化したのか、その改正の業
務内容への影響等について、平成１５年度介護支援専門員
業務量調査の業務内容および時間数との比較から分析を
行い、現在ケアマネジャーを取り巻く環境についての実
態および課題を抽出することを目的としてきた。
その結果、（１）制度改正による業務量増加と、（２）
ケアマネジメント中核業務への影響が認められた。その
要因は、サービス担当者会議開催の義務付けと記録提
出、介護サービス情報の公表制度、モニタリング記
録の変更、標準担当件数の減少、ということが示され
た。からについては、結果として「記録」が増え、
そのことが業務量の増加を招くことになった。（２）ケ
アマネジメント中核業務への影響については、（１）の
制度改正による業務量増加の結果、本来ケアマネジャー
が行うべき業務の中核中の中核である「アセスメント・
課題分析」「ケアプランの作成」の業務割合が大幅に減
少した。
今回の制度改正は対・事業所の改正項目が目立ってお
り、現場では次々と変化する新たな制度の理解や準備で
さらに業務量が増加しているという現実である。どの事
業所でも改正がある度に、本来の業務を遂行しつつ新し
いことに追いつくのが精いっぱい、ましてや小規模の事
業所ではさらに厳しい現実である。そのようなことで利
用者にとって本当にサービスの質の確保や向上につなが
るのか、疑念を抱くような現場の実態である。
そこで以上のような結果から今後に向けて指摘してお
くべき主な課題は、（１）「記録」についての業務全般の
見直しと、（２）「サービス担当者会議」についての内容
の検討である。（１）の「記録」については、（２）の
「サービス担当者会議」とも関連するが、量および種
類の検討、方法の検討および様式（書式）の統一、が
あげられる。本来「記録」とはどのような意味や機能が
あるのか、１９年度のタイムスタディ調査ではケアマネジ
ャーが業務全体の約２割弱の時間を費やしている「記
録」であるが、それは利用者にとってどのような意味が
あるのか、またサービス担当者会議は当然その開催意
義、会議の重要性については理解が浸透していることを
期待しているが、ケアマネジャーのみならず、他のサー
ビス提供者にとっても会議の開催だけでなくその前後の
作業も含めて非常に多くの負担がかかっており、それは
利用者の生活維持や改善に本当につながっているのか、
制度改正により義務化されたことで会議の開催は確実に
増えているが、介護報酬の減算につながるために義務的
にとにかく開催しているのか、などのことがヒヤリング
調査からも推察されるため、利用者のためのケアマネジ
ャーおよびケアマネジメントの更なる質の向上を目指し
て具体的検討を進める必要がある。
注
１） 介護支援専門員の人数については、現在、全国でどの
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くらいの人数いるのか、あるいは働いているのか、明確
な数字を把握することは困難である。年一回実施される
介護支援専門員実務研修受講試験の合格者が実務研修を
受講し、その上で都道府県知事へ登録することになって
いるが、介護支援専門員として就職せず、登録しない者
もある。所轄である厚生労働省が発表する数字は、先の
介護支援専門員実務研修受講試験の合格者数のみであ
る。この試験は、介護保険制度開始前の平成１０年から年
一回実施され、これまでの合格者は５４５，８０１名（平成２３
年１０月）となっている。
２） 介護支援専門員＝ケアマネジャーとされているもの
の、本来その発祥であるアメリカや英国においては、ケ
アマネジメントを担う者はほとんとがソーシャルワー
カーであり、そのケアマネジメントをする者＝ケアマネ
ジャーと呼ばれる。その機能には、当然ソーシャルワー
カーとしての機能が求められるのである。ところが日本
の介護保険制度における介護支援専門員にはそれと同等
の機能が明確に求められているとはいえない。とはいう
ものの，わが国の介護保険制度において介護支援専門員
をケアマネジャーと呼ぶことは一般的に普及している。
しかし、介護保険法、その他運営基準等通知文書におい
ては、ケアマネジャーという言葉は用いられていない。
３） 白澤正和『ケースマネジメントの理論と実際』、中央
法規出版、１９９２年、p．１１。
４） 厚生労働省「第８３回社会保障審議会介護給付費分科
会」（平成２３年１０月３１日開催）資料４「居宅介護支援・
介護予防支援の基準・報酬について」
５） 参考文献 馬場純子の項参照。
６） 馬場純子『介護支援専門員の質的向上の方策等に関す
る調査研究』（平成１４年度～１５年度日本学術振興会科学
研究費補助金基盤研究（C）（２））（課題番号１４５１０２５１）
平成１６年６月。
馬場純子「介護支援専門員の業務の特質と就業継続要件
に関する一考察－業務量調査、訪問面接調査およびバー
ンアウト測定結果から－」『専修人文論集』第８３号、平
成２０年１０月。
７） 専従という言葉については、「指定居宅介護支援等の
事業の人員および運営に関する基準」（平成１１年７月２９
日、老企第二二号、厚生労働省老人保健福祉局企画課長
通知）（基準第十三条第一号～）において、第二の二
（三）用語の定義で定義されており、「専らその職務に従
事する」と表現され、「原則として、サービス提供時間
帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことを
いうものである」となっている。
８） 厚生労働省「介護保険制度改革の概要－介護保険法改
正と介護報酬改定－」平成１８年
９） いずれも厚生労働省老人保健事業推進費等補助金によ
り実施された調査である。
「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に
関する調査」（平成１３年）、財団法人長寿社会開発セン
ター、平成１４年３月。
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